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議 第 １ ３ 号

平 成 ２ ７ 年 度 村 上 市 上 水 道 事 業 会 計 予 算

（総 則）

第１条 平成２７年度村上市の上水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりと定める。

(1) 給 水 戸 数 ２０，５１２戸

(2) 年 間 総 給 水 量 ６，３３３，２６２㎥

(3) 一 日 平 均 給 水 量 １７，３５１㎥

(4) 主な建設・改良・拡張工事 配水管建設工事 ９０，８００千円

配水管改良工事 ３８９，７００千円

拡張工事 ３６６，７２０千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 水 道 事 業 収 益 １，１３０，２７１千円

第１項 営 業 収 益 １，００７，３５７千円

第２項 営 業 外 収 益 １２２，９１１千円

第３項 特 別 利 益 ３千円

支 出

第１款 水 道 事 業 費 用 １，０５４，０３４千円

第１項 営 業 費 用 ９４２，２８５千円

第２項 営 業 外 費 用 １０８，６９８千円

第３項 特 別 損 失 ５１千円

第４項 予 備 費 ３，０００千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める｡（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額７２９，３１７千円は、当年度分消費税等資本的収支調

整額５８，６１５千円、当年度分損益勘定留保資金３９４，６６１千円、減債積立

金５０，０００千円及び建設改良積立金２２６，０４１千円で補てんするものとす

る。）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 ３７８，８２１千円

第１項 企 業 債 ３２２，０００千円

第２項 工 事 補 償 金 ５６，８２０千円

第３項 固定資産売却代金 １千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 １，１０８，１３８千円

第１項 建 設 改 良 費 ８６１，０８２千円

第２項 企 業 債 償 還 金 ２４７，０５６千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。

（単位：千円）
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起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

上水道事業債 322,000 普 通

貸 借

5.0%以内

（ただし、利率

見 直 し 方 式 で

借 り 入 れ る 政

府 資 金 及 び 地

方 公 共 団 体 金

融 機 構 資 金 に

ついて、利率の

見 直 し を 行 っ

た 後 に お い て

は、当該見直し

後の利率）

政府資金及び地方公共

団体金融機構資金につ

いてはその融資条件に

よる。

銀行その他の場合はそ

の債権者と協定する。

ただし、企業財政の都

合により据置期間及び

償還期限を短縮し、若

しくは繰上償還又は低

利に借り換えることが

できる。
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　（一時借入金）

第6条　一時借入金の限度額は、100，000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第7条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

　定める。

　（1）各項計上に係る予定額に不足を生じた場合における同一款内でこれらの経費

　　の各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第8条　次に揚げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

　用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけ

　ればならない。

　（1）職員給与費　　132，434千円
　（たな卸資産購入限度額）

第9条　たな卸資産の購入限度額は、2，500千円と定める。

平成27年

平成27年

2月24日　　提　出

村上市長職務代理者

　村上市副市長　　鈴木

　A　　日　　議　決

村上市議会議長　　板　垣

源左衛門

徳
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平成27年度　　　村上市上水道事業会計予算実施計画

1水道事業収益

1営業収益

1給水収益

2受託工事収益

3その他営業収益

2営業外収益

1受取利息及び配当金

2長期前受金戻入

3消費税及び地方消費税還付金

4雑収益

3特別利益

1固定資産売却益

2過年度損益修正益

3その他特別利益

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

本 年 度 前 年 度 比　較

1,130,271 1,143,857 △ 13,586

1,007,357 1,014,874 △ 7,517

963,501 977,000 △ 13,499 水道料金収入

18,400 13,000 5,400 受託工事収入

25,456 24,874 582 下水道使用料等収納事務委託負担金収入等

122,911 128,980 △ 6,069

100 125 △ 25 定期預金利息

120,716 121,760 △ 1,044 工事補償金等長期前受金収益化額

2,000 7,000 △ 5,000 消費税及び地方消費税還付金

95 95 0 不用品売却代ほか

3 3 0

1 1 0 固定資産売却収益

1 1 0 過年度損益修正益

1 1 0 その他特別利益

予　　　定　　　額
備　　　　　　　　　考
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1水道事業費用

１営業費用

1原水及び浄水費

2配水及び給水費

3受託工事費

4総係費

5減価償却費

6資産減耗費

7その他営業費用

２営業外費用

1支払利息及び企業債取扱諸費

2消費税及び地方消費税

３特別損失

1過年度損益修正損

2その他特別損失

4 予備費

1予備費

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　　　　　　　　　　　　　　出

款 項 目
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（単位：千円）

本 年 度 前 年 度 比　較

1,054,034 1,006,499 47,535

942,285 880,614 61,671

127,388 121,999 5,389原水の取入れ及び滅菌に係る設備の維持管理費用

115,440 126,248 △ 10,808配水に係る設備及び給水装置付属設備維持管理費用

18,400 13,000 5,400消火栓の新設及び修繕等の受託工事に要する費用

148,579 127,944 20,635他の目に属さない管理的費用

495,377 474,322 21,055固定資産の減価償却費

37,000 17,000 20,000固定資産の除却及びたな卸資産の減耗費

101 101 0材料売却原価ほか

108,698 112,611 △ 3,913

108,697 112,610 △ 3,913企業債償還利息

1 1 0消費税及び地方消費税

51 10,274 △ 10,223

50 50 0水道料金等欠損処分金

1 10,224 △ 10,223その他特別損失

3,000 3,000 0

3,000 3,000 0予備費

予　　　定　　　額
備　　　　　　　　　考
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1資本的収入

１企業債

1企業債

２工事補償金

1工事補償金

３固定資産売却代金

1固定資産売却代金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

本 年 度 前 年 度 比　較

378,821 495,001 △ 116,180

322,000 380,000 △ 58,000

322,000 380,000 △ 58,000企業債借入

56,820 115,000 △ 58,180

56,820 115,000 △ 58,180下水道事業に伴う配水管布設替工事補償金等

1 1 0

1 1 0固定資産売却代金

予　　　定　　　額
備　　　　　　　　　考
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1資本的支出

１建設改良費

1拡張事業費

2建設事業費

3改良事業費

4営業設備費

5固定資産購入費

6リース債務支払額

２企業債償還金

1企業債償還金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

支　　　　　　　　　　　　　　　出

款 項 目
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（単位：千円）

本 年 度 前 年 度 比　較

1,108,138 1,171,343 △ 63,205

861,082 962,903 △ 101,821

366,720 409,343 △ 42,623職員人件費、配水池建設工事等

90,800 25,400 65,400配水管建設工事等

389,700 513,140 △ 123,440配水管改良工事、施設改良工事等

1,431 1,431 0新設用量水器購入費

8,887 10,045 △ 1,158固定資産購入費

3,544 3,544 0リース債務支払額

247,056 208,440 38,616

247,056 208,440 38,616企業債償還元金

予　　　定　　　額
備　　　　　　　　　考
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平成27年度　　　村上市上水道事業会計予算実施計画説明書

本 年 度 前 年 度 比　較

1 水道事業収益 1,130,271 1,143,857 △ 13,586

1営業収益 1,007,357 1,014,874 △ 7,517

1給水収益 963,501 977,000 △ 13,499

2受託工事収益 18,400 13,000 5,400

3その他営業収益 25,456 24,874 582

2営業外収益 122,911 128,980 △ 6,069

1受取利息及び配当金 100 125 △ 25

2長期前受金戻入 120,716 121,760 △ 1,044

3消費税及び 2,000 7,000 △ 5,000

地方消費税還付金

4雑収益 95 95 0

3特別利益 3 3 0

1固定資産売却益 1 1 0

2過年度損益修正益 1 1 0

3その他特別利益 1 1 0

収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　　　　　　　　　　　　　　入

款・項 目
予　　　定　　　額
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（単位：千円）

区　分 金　額

給水収益 963,501 水道料金収入　　     　　　　　　　　　　 963,501

受託工事収益 18,400 受託工事収入　　　　 　　　　　　　　    　 18,400

他会計負担金 21,720 下水道使用料等収納事務委託負担金 21,720

材料売却収益 42 材料売却収入　　　　　　　 　　　　    　 42

雑収益 3,694 修繕工事収入　　　　　　　 　　　　　　　　 1

浄水施設管理業務委託負担金 3,693

預金利息 100 預金利息　　　　　　　　　　　 100

長期前受金戻入 120,716 工事補償金等長期前受金収益化額 120,716

消費税及び地方 2,000 消費税及び地方消費税還付金 3,000

消費税還付金

不用品売却収益 37 不用品売却代　 37

その他雑収益 58 市有財産使用料 28

カラーコピー等使用料 30

固定資産売却益 1固定資産売却収益　　　　　　　　 　 　　　 1

過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

その他特別利益 1 災害共済金等 1

節
備　　　　　　　　　考
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本 年 度 前 年 度 比　較

1 水道事業費用 1,054,034 1,006,499 47,535

1営業費用 942,285 880,614 61,671

1原水及び浄水費 127,388 121,999 5,389

2配水及び給水費 115,440 126,248 △ 10,808

収　益　的　収　入　及　び　支　出
支　　　　　　　　　　　　　　　出

款・項 目
予　　　定　　　額
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（単位：千円）

区　分 金　額

賃金 80人夫賃金 80

備消品費 264浄水用備消品費 264

光熱水費 21浄水用灯油代等 21

通信運搬費 450浄水用電話料 450

委託料 23,478浄水施設管理業務委託料 18,487

電気保安業務委託料　 1,372

浄化槽維持管理委託料　 23

滅菌装置保守点検委託料 1,402

浄水施設保守点検業務委託料 1,378

水源巡視記録点検委託料 319

水質検査モニター監視委託料 108

遠隔監視システム保守点検業務委託料 389

手数料 6,530水質検査手数料 6,495

腸内細菌検査手数料 35

修繕費 11,808浄水施設等修繕費 11,808

動力費 78,516浄水用電気料等　　　　　　　　　　 78,516

薬品費 6,141浄水用薬品費 6,141

負担金 100荒川水系水質監視事業水質検査負担金 100

給料 13,438一般職員給 13,438

手当 9,942扶養手当 546

期末手当 2,149

勤勉手当　　　　　              　　　 1,205

通勤手当 286

時間外勤務手当 2,000

児童手当 960

退職手当負担金 2,796

賞与引当金繰入額 1,866翌年支出予定分賞与引当金 1,866

賃金 29人夫賃金 29

法定福利費 4,192職員共済組合負担金　　 4,151

公務災害補償基金負担金 41

被服費 120職員貸与被服費　　　 120

備消品費 215配給水用備消品費　　　　 215

燃料費 762車両等燃料費 762

光熱水費 246配水池電気料 246

印刷製本費 19給水用印刷費 19

通信運搬費 1,225配水施設電話料 1,225

節
備　　　　　　　　　考
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本 年 度 前 年 度 比　較

3受託工事費 18,400 13,000 5,400

4総係費 148,579 127,944 20,635

収　益　的　収　入　及　び　支　出
支　　　　　　　　　　　　　　　出

款・項 目
予　　　定　　　額

- 445 -445−　　−



（単位：千円）

区　分 金　額

委託料 35,731水道施設緊急修理待機委託料　 10,140

水道施設管理システム入力業務委託料 9,431

検定期間満了メーター取替業務委託料 13,894

配水池残留塩素計保守点検業務委託料 268

配水池施設保守点検業務委託料 1,998

手数料 315開閉栓手数料 115

車検代行手数料等 50

自動車登録手数料 150

賃借料 2,509ＪＲ用地借上料　　 43

国有林野借上料 99

港湾施設使用料 312

車両リース料 633

設計積算システム使用料 1,422

修繕費 37,511検定期間満了水道メーター           　 8,799

配給水管等修理費　　　　　　　 28,250

検定期間満了外取替用水道メーター 312

車検費用等 150

路面復旧費 3,000舗装復旧工事 3,000

動力費 3,120配水池等電気料 3,120

材料費 200配給水管等修理材料　 200

補償金 1,000配給水管破損漏水被害等補償金 1,000

工事請負費 7,200消火栓新設工事 7,200

修繕費 11,200消火栓修繕費 11,200

給料 46,190一般職員給                               　 46,190

手当 27,675扶養手当 1,716

期末手当 7,630

勤勉手当　 4,278

通勤手当 489

時間外勤務手当 911

管理職手当 1,259

児童手当 1,695

寒冷地手当 89

退職手当負担金 9,608

賞与引当金繰入額 6,621翌年支出予定分賞与引当金 6,621

賃金 573臨時筆耕賃金 573

法定福利費 14,577職員共済組合負担金 14,375

公務災害補償基金負担金 115

社会保険料等負担金 87

節
備　　　　　　　　　考
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本 年 度 前 年 度 比　較

5減価償却費 495,377 474,322 21,055

6資産減耗費 37,000 17,000 20,000

収　益　的　収　入　及　び　支　出
支　　　　　　　　　　　　　　　出

款・項 目
予　　　定　　　額
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（単位：千円）

区　分 金　額

旅費 100普通旅費及び研修旅費　　            　　　　 100

備消品費 673庁舎備消品費 673

光熱水費 300庁舎電気・ガス・水道料金　 300

印刷製本費 1,429諸用紙印刷費　　　                　　　　 1,429

通信運搬費 4,499庁舎電話料金 200

文書等郵送料　 4,000

携帯電話料金 188

防災無線使用料 3

コンビニ収納用通信料 60

ファームバンキング回線使用料 48

委託料 40,396検針業務委託料 15,103

施設管理・設計積算システム保守料 2,042

上水道統合認可申請書作成業務委託料 20,000

企業会計・水道料金システム保守料 2,255

コンビニエンスストア収納業務委託料 996

手数料 3,487水道料金口座振替等手数料　　 2,774

ファームバンキング手数料 65

電子入札システム手数料 648

賃借料 881コピー機リース料              　 845

料金システム機器等リース料 36

修繕費 10備品等修繕費 10

食糧費 8会議等食糧費 8

負担金 62人事管理システム負担金 62

会費負担金 311日本水道協会会費 211

日本水道協会県支部会費 50

その他会議負担金 50

保険料 653動産総合保険料（ハンディターミナル） 181

建物総合損害保険共済委託 207

自動車損害共済委託 215

自動車損害自賠責保険料 50

貸倒引当金繰入額 104水道料金等貸倒引当金 104

公課費 30自動車重量税　　　　　　　　　　 30

有形固定資産 492,497有形固定資産減価償却費             　 492,497

減価償却費

無形固定資産 2,880無形固定資産減価償却費             　 2,880

減価償却費

固定資産除却費 37,000固定資産除却費　　　　　　　　　　　　　　 20,000

荒川第2配水池撤去工事 17,000

節
備　　　　　　　　　考
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本 年 度 前 年 度 比　較

7その他営業費用 101 101 0

2営業外費用 108,698 112,611 △ 3,913

1支払利息及び企業債 108,697 112,610 △ 3,913

取扱諸費

2消費税及び 1 1 0

地方消費税

3特別損失 51 10,274 △ 10,223

1過年度損益修正損 50 50 0

2その他特別損失 1 10,224 △ 10,223

4予備費 3,000 3,000 0

1予備費 3,000 3,000 0

収　益　的　収　入　及　び　支　出
支　　　　　　　　　　　　　　　出

款・項 目
予　　　定　　　額
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（単位：千円）

区　分 金　額

材料売却原価 100材料売却原価　　　 100

雑支出 1その他諸雑費　  　　　　　　　 1

企業債利息 108,697企業債償還利息　　　　　　　 　　 108,697

消費税及び 1消費税及び地方消費税 1

地方消費税

過年度損益修正損 50過年度分水道料金還付金等 50

その他特別損失 1その他特別損失 1

予備費 3,000予備費 3,000

節
備　　　　　　　　　考
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本 年 度 前 年 度 比　較

1 資本的収入 378,821 495,001 △ 116,180

1企業債 322,000 380,000 △ 58,000

1企業債 322,000 380,000 △ 58,000

2工事補償金 56,820 115,000 △ 58,180

1工事補償金 56,820 115,000 △ 58,180

3固定資産売却代金 1 1 0

1固定資産売却代金 1 1 0

資　本　的　収　入　及　び　支　出
収　　　　　　　　　　　　　　　入

款・項 目
予　　　定　　　額

- 451 -451−　　−



（単位：千円）

区　分 金　額

企業債 322,000企業債借入　　　　　　           　　　　　 322,000

工事補償金 56,820配水管改良工事補償金   　 56,820

固定資産売却代金 1固定資産売却原価 1

節
備　　　　　　　　　考
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本 年 度 前 年 度 比　較

1 資本的支出 1,108,138 1,171,343 △ 63,205

1建設改良費 861,082 962,903 △ 101,821

1拡張事業費 366,720 409,343 △ 42,623

2建設事業費 90,800 25,400 65,400

3改良事業費 389,700 513,140 △ 123,440

4営業設備費 1,431 1,431 0

5固定資産購入費 8,887 10,045 △ 1,158

6リース債務支払額 3,544 3,544 0

2企業債償還金 247,056 208,440 38,616

1企業債償還金 247,056 208,440 38,616

資　本　的　収　入　及　び　支　出
支　　　　　　　　　　　　　　　出

款・項 目
予　　　定　　　額
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（単位：千円）

区　分 金　額

給料 3,901一般職員給 3,901

手当 2,808扶養手当 78

期末手当 904

勤勉手当　　　　　　　　　　　　　　　 522

通勤手当 48

住居手当 324

児童手当 120

退職手当負担金 812

法定福利費 1,311職員共済組合負担金　　　　　　　　　　　　 1,301

公務災害補償基金負担金　　　        　 10

委託料 26,300浄水場基本設計委託等 26,300

工事請負費 332,400配水池築造工事等 332,400

工事請負費 90,800配水管建設工事 90,800

委託料 5,000実施設計委託料 5,000

工事請負費 353,500配水管改良工事　　　　 309,500

石綿管改良工事 38,000

施設改修工事 6,000

負担金 31,200工事等負担金 31,200

量水器費 1,431新設用量水器購入費　　　　　　　　　　　　　　　　1,431

固定資産購入費 8,887車両購入等 8,887

リース債務支払額 3,544リース資産に係る債務支払額 3,544

企業債償還金 247,056企業債償還元金　　　　　　　　　　　　　 　　 247,056

節
備　　　　　　　　　考
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

平成 26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等
を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 15 年～50年
構築物 10 年～60年
機械及び装置 8 年～15 年
車両運搬具 4 年～ 5 年
工具、器具及び備品 5 年～10 年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

ソフトウエア 5 年
(3) リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法による。

２ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当は、上水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する

普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全

部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

(2) 賞与引当金

職員の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12 月
から 3月までの 4 か月分）を計上している。

(3) 貸倒引当金

債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不

能見込額を計上している。
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３ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。

Ⅱ．リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース取引の処理方法

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

２ オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 605,016円
１年超 123,480円
計 728,496円

Ⅲ．その他の注記

新会計基準移行に係る経過措置

(1) 修繕引当金に関する経過措置

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続

き従前の例により取り崩すこととする。

(2) みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

平成２６年３月３１日において、償却資産の取得又は改良に充てるた

めの補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、平成

２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資

産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべての

資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資

産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。
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（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 22,080
減価償却費 495,377
貸倒引当金の増減額（△は減少） 104
引当金の増減額（△は減少） △ 563
長期前受金戻入額 △ 120,716
受取利息及び配当金 △ 100
支払利息 108,697
固定資産除却額 20,000
固定資産売却損益（△は益） △ 1
未収金の増減額（△は増加） △ 5,863
未払金の増減額（△は減少） △ 4,415
たな卸資産の増減額（△は減少） △ 784
小計 513,816
利息及び配当金の受取額 100
利息の支払額 △ 108,697
業務活動によるキャッシュ・フロー 405,219

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 798,088
固定資産の売却による収入 2
一般会計又は特別会計からの負担金による収入 52,611
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 745,475

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 322,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 74,944

資金増加額（又は減少額） △ 265,312
資金期首残高 447,394
資金期末残高 182,082

平成２７年度　村上市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(平成27年　4月　１日から平成28年　3月31日まで）

（単位：千円）

建設改良等の財源に充てるための企業債の
償還による支出

△ 247,056
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( )

( )

( )

給　与　費　明　細　書

１．一　般　職

(１)総　　括

区　　分
職 員 数

給　　　与　　　費

共 済 費 合　　計
　　(人)

給　　料 職員手当 計
　　　(千円) 　　　　(千円)

　　　(千円) 　　　(千円) 　　　(千円)

本　　年　　度 63,529 48,912 112,441 19,993 132,434
17

前　　年　　度 65,107 49,105 114,212 19,628 133,840
17

比　　　　　較 △1,578 △193 △1,771 365 △1,406

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分
扶 養 手 当 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当

　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円)

本 年 度 2,340 1,259 10,683 6,005 2,775

前 年 度 3,000 1,259 11,046 5,590 2,220

比　　較 △660 △363 415 555

区　分
寒 冷 地 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 住 居 手 当 特殊勤務手当

　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円)

本 年 度 89 823 2,911 324

前 年 度 774 2,300 324

比　　較 89 49 611

区　分

管理職員特別
勤 務 手 当

退職手当負担金
賞 与 引 当 金
繰 入 額

　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円)

本 年 度 13,216 8,487

前 年 度 13,543 9,049

比　　較 △327 △562
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(２)給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　明 備　　考
　　(千円) 　　　　　　　　　　(千円)

給

　
　
　
　
　
料

△1,578

給与改定に伴う
増減分

20 給料月額の改定に伴う増

昇給に伴う増加分 777 職員の昇給に伴う増

その他の増減分 △2,375

異動に伴う増 14,373 昇格に伴う増 205 異動増 4 人

異動に伴う減 △16,953 その他の増減 異動減 4 人

採用に伴う増 採用者 人

退職に伴う減 退職者 人

職

　
員

　
手

　
当

△193

制度改正に伴う
増減分

699
勤勉手当増 610 勤勉手当支給率の改正

寒冷地手当増 89 寒冷地手当支給地域の変更

その他の増減分 △892

給与改定に伴う増減 7

異動に伴う増 10,152

異動に伴う減 △11,534

採用に伴う増

退職に伴う減

昇給に伴う増 475

昇格に伴う増 187

その他の増減 △179
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(３)給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職 消　防　職

平成２７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額　(円) 309,496 － －

平 均 給 与 月 額　(円) 344,744 － －

平 　均 　年　 齢　(歳) ４２歳　１月 歳　　月 歳　　月

平成２６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額　(円) 317,169 － －

平 均 給 与 月 額　(円) 362,539 － －

平 　均 　年　 齢　(歳) ４３歳　３月 歳　　月 歳　　月

　イ　初任給

区　分

一般行政職 技能労務職 消　防　職

一 般 会 計 の 制 度

一般行政職 技能労務職 消　防　職

　　　　　(円) 　　　　　(円) 　　　　　(円) 　　　　　(円) 　　　　　(円) 　　　　　(円)

高校卒 142,100 － － 142,100 139,500 163,800

大学卒 174,200 － － 174,200 － 202,300
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( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

　（級別の標準的な職務内容）

　ウ　級別職員数

区　　　分
一般行政職 技能労務職 消　防　職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

平成２７年１月１日
現　　在

 ７級  ５級  ６級

 ６級  ４級  ５級
1 5.8

 ５級  ３級  ４級
2 11.8

 ４級  ２級  ３級
2 11.8

 ３級  １級  ２級
10 58.8

 ２級  １級
2 11.8

 １級

計 計 計
17 100.0

平成２６年１月１日
現　　在

 ７級  ５級  ６級

 ６級  ４級  ５級
1 5.8

 ５級  ３級  ４級
2 11.8

 ４級  ２級  ３級
2 11.8

 ３級 9049  ２級
10 58.8

 ２級  １級
2 11.8

 １級

計 計 計
17 100.0

区　分  ７級  ６級  ５級  ４級  ３級  ２級  １級

一般行政職 『　一　般　会　計　に　準　ず　る　』
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　エ　昇給

区　　　　　　分 合　　計
代　表　的　な　職　種

一般行政職 技能労務職 消　防　職

本
 
年
 
度

職　員　数　　　　　(Ａ) (人) 17 17

昇給に係る職員数　　(Ｂ) (人) 17 17

号給数別内訳

１号給 (人)

２号給 (人) 1 1

３号給 (人)

４号給 (人) 16 16

　号給 (人)

比　　　率　　(Ｂ)／(Ａ) (％) 100.0 100.0

前
 
年
 
度

職　員　数　　　　　(Ａ) (人) 17 17

昇給に係る職員数　　(Ｂ) (人) 17 17

号給数別内訳

１号給 (人)

２号給 (人) 1 1

３号給 (人)

４号給 (人) 16 16

　号給 (人)

比　　　率　　(Ｂ)／(Ａ) (％) 100.0 100.0

　オ　期末・勤勉手当

区　分

支 給 期 別 支 給 率

支出率計(月分)
職務上の段階、職務の
級等による加算措置

備　考６　月 １２月

(月分) (月分)

本 年 度
( ) ( ) ( )

5％～15％
1.975 2.125 4.100

前 年 度
( ) ( ) ( )

5％～15％
1.900 2.050 3.950

一般会計
の 制 度

( ) ( ) ( )
5％～15％

1.975 2.125 4.100

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の

加算措置等
備　考

　　　　(月分) 　　　　(月分) 　　　　(月分) 　　　　(月分)

支 給 率 等 『　一　般　会　計　に　準　ず　る　』

一 般 会 計
の　制　度
(支給率等)

25.55625 34.5825 49.59 49.59 
定年前早期退職
特例措置

(2%～20%加算)

　キ　その他の手当

区　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 同　　　じ

通勤手当 同　　　じ
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（単位：千円）

１

(１)給 水 収 益 904,630
(２)受 託 工 事 収 益 12,037
(３)その他の営業収益 23,031 939,698

２

(１)原水及び浄水費 112,968
(２)配水及び給水費 118,962
(３)受 託 工 事 費 12,037
(４)総 係 費 124,780
(５)減 価 償 却 費 474,322
(６)資 産 減 耗 費 17,000
(７)その他の営業費用 101 860,170

79,528
３

(１)受取利息及び配当金 125
(２)長期前受金戻入 121,760
(３)雑 収 益 90 121,975

４

(１)
支払利息及び企業
債取扱諸費 112,610

(２)雑 支 出 112,610 9,365
88,893

５ 3 3
６ 10,270 10,270 △ 10,267

78,626
889

392,033
471,548

平成２６年度　村上市上水道事業予算予定損益計算書
(平成26年　4月　１日から平成27年　3月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金
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（単位：千円）

１

(１)有 形 固 定 資 産

イ土 地 485,306
ロ建 物 643,455
減 価 償 却 累 計 額 △ 150,355 493,100

ハ構 築 物 18,304,143
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,653,710 11,650,433

ニ機 械 及 び 装 置 2,297,494
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,431,044 866,450

ホ車 両 及 び 運 搬 具 16,389
減 価 償 却 累 計 額 △ 9,099 7,290

ヘ工具器具及び備品 22,496
減 価 償 却 累 計 額 △ 13,952 8,544

ト有 形 リ ー ス 資 産 16,833
減 価 償 却 累 計 額 △ 844 15,989

チ建 設 仮 勘 定 651,424
14,178,536

(２)無 形 固 定 資 産

イ電 話 加 入 権 146
ロ無 線 利 用 権 300
ハ庁 舎 使 用 権

ニソ フ ト ウ エ ア 10,640
11,086

14,189,622
２

(１)現 金 預 金 447,394
(２)未 収 金 24,698
(３)有 価 証 券

(４)貯 蔵 品 4,466
(５)前 払 費 用

(６)前 払 金

(７)短 期 貸 付 金

(８)そ の 他流 動 資 産 156
476,714

14,666,336

平成２６年度　村上市上水道事業予算予定貸借対照表
(平 成 ２７　年 ３ 月 ３１日 ）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

　資 　産 　合 　計
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（単位：千円）

３

(１) 企 業 債

イ建設改良等に充て
るための企業債 5,486,472

ロそ の 他 企 業 債 5,486,472
(２) リ ー ス 債 務 9,745
(３) 引 当 金

イ修 繕 引 当 金 80
ロ特別修繕引当金

ハそ の 他 引 当 金 80
(４) その他固定負債

5,496,297
４

(１) 企 業 債

イ建設改良等に充て
るための企業債 247,054

ロそ の 他 企 業 債 247,054
(２) リ ー ス 債 務 3,712
(３) 未 払 金 7,966
(４) 引 当 金

イ賞 与 引 当 金 8,805
ロ修 繕 引 当 金

ハ特別修繕引当金

ニそ の 他 引 当 金 8,805
(５) その他流動負債 79,920

347,457
５

(１) 長 期 前 受 金 5,582,307
(２) 長 期 前 受 金

収 益 累 計 額 △ 2,014,087
3,568,220
9,411,974

６

(１) 自 己 資 本 金

イ固 有 資 本 金 59,109
ロ出 資 金 384,001
ハ組 入 資 本 金 3,980,456

4,423,566
4,423,566

７

(１) 資 本 剰 余 金

イ工 事 負 担 金

ロ工 事 補 償 金

ハ国 庫 補 助 金 38,046
38,046

(２) 利 益 剰 余 金

イ減 債 積 立 金 67,103
ロ建設改良積立金 254,099
ハ当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 471,548

792,750
830,796

5,254,362
14,666,336

負　債　の　部

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
資　本　の　部

資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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（単位：千円）

１

(１)有 形 固 定 資 産

イ土 地 485,306
ロ建 物 643,456
減 価 償 却 累 計 額 △ 162,805 480,651

ハ構 築 物 18,942,714
減 価 償 却 累 計 額 △ 7,063,206 11,879,508

ニ機 械 及 び 装 置 2,304,480
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,495,726 808,754

ホ車 両 及 び 運 搬 具 22,997
減 価 償 却 累 計 額 △ 10,197 12,800

ヘ工具器具及び備品 24,117
減 価 償 却 累 計 額 △ 15,349 8,768

ト有 形 リ ー ス 資 産 16,833
減 価 償 却 累 計 額 △ 4,219 12,614

チ建 設 仮 勘 定 772,350
14,460,751

(２)無 形 固 定 資 産

イ電 話 加 入 権 146
ロ無 線 利 用 権 300
ハ庁 舎 使 用 権

ニソ フ ト ウ エ ア 7,760
8,206

14,468,957
２

(１)現 金 預 金 182,082
(２)未 収 金 30,457
(３)有 価 証 券

(４)貯 蔵 品 5,250
(５)前 払 費 用

(６)前 払 金

(７)短 期 貸 付 金

(８)そ の 他 流 動 資 産 156
217,945

14,686,902

平成２７年度　村上市上水道事業予算予定貸借対照表
(平 成 ２８　年 ３ 月 ３１日 ）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

　資 　産 　合 　計
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466−　　−



（単位：千円）

３

(１) 企 業 債

イ建設改良等に充て
るための企業債 5,547,026

ロそ の 他 企 業 債 5,547,026
(２) リ ー ス 債 務 6,370
(３) 引 当 金

イ修 繕 引 当 金 80
ロ特別修繕引当金

ハそ の 他 引 当 金 80
(４) その他固定負債

5,553,476
４

(１) 企 業 債

イ建設改良等に充て
るための企業債 261,444

ロそ の 他 企 業 債 261,444
(２) リ ー ス 債 務 3,712
(３) 未 払 金 3,551
(４) 引 当 金

イ賞 与 引 当 金 8,242
ロ修 繕 引 当 金

ハ特別修繕引当金

ニそ の 他 引 当 金 8,242
(５) その他流動負債 79,920

356,869
５

(１) 長 期 前 受 金 5,634,918
(２) 長 期 前 受 金

収 益 累 計 額 △ 2,134,803
3,500,115
9,410,460

６

(１) 自 己 資 本 金

イ固 有 資 本 金 59,109
ロ出 資 金 384,001
ハ組 入 資 本 金 3,980,456

4,423,566
4,423,566

７

(１) 資 本 剰 余 金

イ工 事 負 担 金

ロ工 事 補 償 金

ハ国 庫 補 助 金 38,046
38,046

(２) 利 益 剰 余 金

イ減 債 積 立 金 17,103
ロ建設改良積立金 28,058
ハ当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 769,669

814,830
852,876

5,276,442
14,686,902

負　債　の　部

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
資　本　の　部

資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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